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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第３四半期連結
累計期間

第46期
第３四半期連結
累計期間

第45期
第３四半期連結
会計期間

第46期
第３四半期連結
会計期間

第45期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 600,161 413,749 146,109 141,432 744,167

経常利益又は経常損失(△)

（百万円）
54,789 △904 9,337 1,729 47,805

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)（百万円）
25,451 △8,766 3,226 △1,468 18,253

純資産額（百万円） － － 343,861 325,013 331,015

総資産額（百万円） － － 874,830 798,463 841,353

１株当たり純資産額（円） － － 1,431.381,376.081,422.54

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失(△)

（円)

119.00 △42.39 15.08 △7.07 85.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）　
118.87 － 15.08 － 85.72

自己資本比率（％） － － 35.0 36.4 34.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△21,686 56,954 － － △54,825

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△47,151 △15,762 － － △61,624

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
50,218 △27,616 － － 90,037

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 45,461 53,974 40,104

従業員数（名） － － 17,735 17,646 17,399

　（注）１　提出会社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第46期第３四半期連結累計期間及び第46期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、記載をしておりません。
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２【事業の内容】

当連結グループは、提出会社、親会社、子会社53社、関連会社20社で構成され、建設機械及び産業車両の製造・販売・

サービス・レンタルを行っております。

　当第３四半期連結会計期間において、事業内容の変更はありません。

　なお、事業の種類別セグメントにかかる関係会社の異動は次のとおりです。

〈建設機械事業及び産業車両事業〉

　提出会社の連結子会社であるＴＣＭ株式会社は、平成21年８月31日付で提出会社と株式交換契約を締結し、平成21年

12月22日付で提出会社の完全子会社となりました。これに伴い、ＴＣＭ株式会社は平成21年12月17日付で東京証券取

引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部の上場を廃止しております。　

　また連結子会社である東北ＴＣＭ株式会社、東関東ＴＣＭ株式会社、東京ＴＣＭ株式会社、千葉ＴＣＭ株式会社、北越

ＴＣＭ株式会社、中部ＴＣＭ株式会社、近畿ＴＣＭ株式会社、中国ＴＣＭ株式会社、四国ＴＣＭ株式会社、九州ＴＣＭ株

式会社の10社について、平成21年10月１日付で近畿ＴＣＭ株式会社を存続会社とする吸収合併を行い、併せて商号を

「ＴＣＭ販売株式会社」に変更しております。　

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間における主要な関係会社の異動は、次のとおりです。

提出会社の連結子会社であるＴＣＭ株式会社は、平成21年８月31日付で提出会社と株式交換契約を締結し、平成21

年12月22日付で提出会社の完全子会社となりました。これに伴い、ＴＣＭ株式会社は平成21年12月17日付で東京証券

取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部の上場を廃止しております。　

また連結子会社である東北ＴＣＭ株式会社、東関東ＴＣＭ株式会社、東京ＴＣＭ株式会社、千葉ＴＣＭ株式会社、北

越ＴＣＭ株式会社、中部ＴＣＭ株式会社、近畿ＴＣＭ株式会社、中国ＴＣＭ株式会社、四国ＴＣＭ株式会社、九州ＴＣ

Ｍ株式会社の10社について、平成21年10月１日付で近畿ＴＣＭ株式会社を存続会社とする吸収合併を行い、併せて商

号を「ＴＣＭ販売株式会社」に変更しております。　 

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 17,646(2,318)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 3,844(612)

（注）１　従業員数は就業人員であり、上記(１)連結会社の状況の内数であります。

　　　　２　臨時従業員数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同四半期比較にあたっては前第３四半期

連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行なっております。　

(1)生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

製品 金額（百万円） 前年同四半期比(％)

建設機械 113,920 75

産業車両 8,921 51

合計 122,841 72

（注）１　金額は、販売価格によっております。

　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注実績

　当連結グループの製品は、そのほとんどが見込生産のため受注実績の記載は省略しております。

(3)販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

品目 金額（百万円） 前年同四半期比(％)　

製品     　

建設機械 90,758 102

産業車両 8,923 55

小計 99,681 95

サービス他 41,751 103

合計 141,432 97

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

      ２　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。　　

　 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

   　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間に終了・解約した契約　

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間　

日立建機株式会社

メッツォミネラル

ズジャパン株式会

社

日本 自走式クラッシャ OEM購入

平成６年４月13日から

平成８年３月31日まで

以後３年毎の自動更新

（注）メッツォミネラルズジャパン株式会社との契約は、平成21年10月に終了しております。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当連結グループが判断したものであります。

(1)業績の状況

　当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日～平成21年12月31日）における世界経済は、依然として先行き不透

明な状況にありますが、各国の景気刺激策の効果もあり中国、アジアの一部を中心に回復基調を示す等、景気下げ止

まりの兆しが見えてまいりました。

　建設機械市場につきましては、日本、米国、欧州の先進地域の需要が依然低調に推移する一方、中国、インドネシア

等、新興地域の一部で需要が増加傾向を示しております。

　このような情勢の中で、当連結グループは、昨年９月末までに主力の油圧ショベルの在庫台数をほぼ適正水準に戻

すと共に、第３四半期においては、引き続きグループ全体にわたり固定費削減を強力に推進し、また、価格を大幅に

見直した調達部材による生産再開を果たし、利益確保に向け取り組みを行ってまいりました。

　また、提出会社は、当初予定どおり昨年12月22日に株式交換によりＴＣＭ株式会社を完全子会社化しました。変化

の激しい建設機械市場において、確固たる地位を築くべく、新たな経営施策の実行を一層加速してまいります。

　このような状況下、当連結グループの業績は、売上高は1,414億３千２百万円、経常利益は17億２千９百万円、四半

期純損失は14億６千８百万円となりました。 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①建設機械事業 

　建設関連製品は、世界全体では引き続き需要が低迷しております。主力の油圧ショベルについては、昨年９月まで大

幅な生産調整を行い、在庫水準をほぼ適正にすることができました。

　10月以降は中国での大幅な需要回復などの市場変化に迅速に対応し、需要に見合った生産を行っております。

資源開発関連製品は、全体として依然需要は低調に推移しましたが、原油価格の回復、中国の旺盛な資源需要等を背景

に、中国、インドネシア等で引き合いも活発化しております。

　このような状況下、昨年７月に子会社化した鉱山運行管理システムの開発、製造、販売、保守を行うカナダのウェンコ

・インターナショナル・マイニング・システムズＬｔｄ．のシステム導入顧客に対しマイニング（鉱山）機械の拡

販に積極的に取り組んでまいりました。

　連結売上高は1,285億３千７百万円(前年同四半期比103%)、連結営業利益は５億７千１百万円（前年同四半期連結営

業利益96億６百万円）となりました。 　　

②産業車両事業

　主力のフォークリフトは、昨年10月以降中国、アジア等の一部地域で需要低迷状態にも底打ち感が見え始め、受注が

前年度を上回りはじめておりますが、日本、北米、欧州の需要は依然として低調であり、世界全体としては、先行き不透

明な状況が続いております。

　また、港湾を中心とする大型荷役関連の需要につきましても、設備投資の低迷等から、依然として厳しい状況が続い

ております。

　製品につきましては、排ガス規制に対応した車両の開発・市場投入に加え、新興市場向け車両の開発にも注力してお

ります。

　連結売上高は128億９千５百万円（前年同四半期比62％）、連結営業利益は３億１千６百万円（前年同四半期連結営

業損失１百万円）となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

①日本

　公共投資は前年比で、若干増加しておりますが、民間の住宅投資や設備投資は前年比で減少しており、実体経済は、回

復の実感が乏しい状況が続いております。建設機械需要は、新車需要については、先行き不透明感から大手レンタル業

者の買い控え等から前年を大幅に下回る状況が続いています。　

　このような今日の需要動向を踏まえ、昨年４月１日をもって東西両事業部を「日本事業部」として統合し、全国規模

で環境・資源等の業種毎及び高需要地域への営業力のシフトを行い、競争力の強化を図ってまいりました。

　また、ＴＣＭ株式会社の完全子会社化及びＴＣＭ国内販売子会社10社の統合等、一体経営の強化を推進しておりま

す。

　連結売上高は604億１千８百万円（前年同四半期比76％）、連結営業損失は51億８千４百万円（前年同四半期連結営

業損失16億６千３百万円）となりました。
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②アジア

　中国では、経済対策の効果等による固定資産投資の増加、資源需要の活発化に伴い、６月以降油圧ショベルおよびミ

ニショベルの需要が前年同期比で大幅に増加致しました。

　このような状況下、各地で展示会を積極的に開催するとともに、大口プロジェクト案件の受注確保を目指し、専任部

署の設置による活動を強力に推進してまいりました。

　また、代理店強化のために、特別支援チームを設置したほか、ファイナンスについても全代理店に展開することで販

売促進に努めてきました。

　引き続きインドネシアおよびマレーシアのパームオイル・林業関連需要等が好調に推移しました。

　マイニング（鉱山)機械については、特にインドネシアの需要が旺盛で、機械の稼働率も高いことから、新車および部

品売上の積極的な取り込みを展開してまいりました。

　連結売上高は437億８千１百万円（前年同四半期比188％）、連結営業利益は61億５千７百万円（前年同四半期連結

営業利益35億３千６百万円）となりました。

③欧州

　景気は依然として底這いの状況にあり、建設機械需要も未だ回復には至っておりませんが、昨年９月末にほぼ適正化

した在庫水準を維持し、販売代理店との緊密な連携による市場地位の維持、向上に努めてまいりました。

　ホイールローダについては、生産体制の効率化に向けた取り組みを鋭意推進しております。油圧ショベル・ミニショ

ベルについても在庫水準が適正水準に落ち着いてきたことから、スリム化した人員での効率的な生産を開始しており

ます。また資材費低減等に積極的に取組み、原価低減を推進しております。　

　ロシアCISでは、景気の低迷および、ファイナンス事情の改善は依然として見られないこと等から、新車販売は引き続

き厳しい状況で推移しました。

　マイニング（鉱山）機械については、ウクライナにおける鉱山向けの需要増に対し、公的ローンの活用等木目細かい

対応により積極的な拡販に取り組んでまいりました。またカザフスタンでは、AC（交流）駆動方式採用の新型ダンプ

トラックの拡販に取り組み相次いで追加受注を獲得しました。

　中近東では、需要が引き続き低迷しておりますが、個別案件における確実な受注獲得および新規顧客への積極的な営

業活動を行ってまいりました。

　連結売上高は182億円（前年同四半期比90%）、連結営業利益は１億３千２百万円（前年同四半期連結営業損失13億

３千９百万円）となりました。

④米州

　米国では、マクロ経済指標では一部に改善の兆しが見えるものの、住宅着工件数は一進一退の状況にあり、経済対策

の効果も顕在化しておらず、建設機械需要は、昨年度に比べ大幅に減少しました。

　このような状況下、ディア日立コンストラクションマシナリーCorp.では、原価低減、生産性の改善に取り組んでまい

りました。

　連結売上高は44億９千１百万円（前年同四半期比57%）、連結営業利益は11億４千８百万円（前年同四半期連結営業

利益８億８千９百万円）となりました。

⑤その他の地域

　アフリカでは、今後の長期的な資源需要の増加見通しを踏まえたアフリカ全域にわたる販売・サービスサポートの

充実に向け、新規代理店の開拓、既存代理店の強化等、体制強化に取り組んでまいりました。その結果、ザンビア、コン

ゴでダンプトラックの大口受注を獲得するなどの成果が現れております。

　連結売上高は145億４千２百万円（前年同四半期比95%）、連結営業利益は６億５千万円（前年同四半期連結営業利

益11億１千４百万円）となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は539億７千４百万円となりま

した。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の営業活動の結果増加した資金は208億８千万円となり、前第３四半期連結会計期間の

268億５千５百万円の支出に比べ477億３千５百万円増加しました。前第３四半期連結会計期間に対する増加要因とし

ては、たな卸資産が74億８千６百万円減少し、前第３四半期連結会計期間592億９千８百万円の増加に比べ667億８千

４百万円改善したことが主なものであります。

　一方で、前第３四半期連結会計期間に対する減少要因としては、中国、インドネシアでのリース債権及びリース投資

資産が151億８千８百万円増加したことが主なものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の投資活動の結果減少した資金は33億６千５百万円となり、前第３四半期連結会計期間

111億７千７百万円の支出に比べ78億１千２百万円支出が減少しました。これは、有形固定資産の取得による支出が29

億４千５百万円と、前第３四半期連結会計期間での同支出99億２千万円に比べ69億７千５百万円減少したことによる

ものです。

　これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと、投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッ

シュ・フローは175億１千５百万円となりました。　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の財務活動の結果減少した資金は54億２千１百万円となり、前第３四半期連結会計期間

439億７千３百万円の収入に比べ493億９千４百万円支出が増加しました。これは、当第３四半期連結会計期間におい

て国内普通社債200億円（３年）を発行しましたが、相当額を短期借入金および長期借入金の返済に充当したためで

あります。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、提出会社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針について、提出会社は、株式の上場により、株式市場から事業運営の維持、事業

の拡大に必要とする資金の調達を行うと共に、株主、投資家及び株式市場から評価を受けております。提出会社は、こ

うした日々の評価に対して、提出会社及び当連結グループへの期待を認識し、緊張感のある経営を実践することが、企

業価値の向上に大きく寄与すると考えています。

　また、提出会社は、事業運営の独立性を保ちつつ、親会社である株式会社日立製作所のグループの一員として、基本理

念及びブランドを共有しており、基本的な経営方針の一体化が必要であると考えております。更に、同社及び同社グ

ループ各社が有する研究開発力、ブランド力その他の経営資源を有効に活用することが提出会社及び当連結グループ

の企業価値の一層の向上に資すると考えています。

　提出会社は、上記基本方針のもと、ガバナンス体制の構築及び経営計画の策定・推進に取り組み、企業価値の向上及

び広く株主全般に提供される価値の最大化を図ることとします。

　

(4)研究開発活動 

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費は、建設機械事業36億１百万円、産業車両事業２億３千３百万円でありま

す。なお、当第３四半期連結会計期間において、当連結グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　当第３四半期連結会計期間の主な成果は、次のとおりです。

　　油圧ショベル　　　　　　　ZX180LCN-3解体パッケージ

　　超小旋回型ミニショベル　　ZX30UR-3、ZX40UR-3、ZX55UR-3

　　マカダムローラ　　　　　　CS125-3 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

  提出会社において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました常陸那珂臨港工場の設備の合理化・更新に

ついて平成21年12月に完了しております。

　なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

四半期報告書

 8/43



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 215,115,038 215,115,038

株式会社東京証券取引所

市場第一部

株式会社大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数100株

計 215,115,038 215,115,038 ― ―
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（２）【新株予約権等の状況】

　提出会社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権並びに会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権を付与

しております。

①　平成12年６月29日の株主総会特別決議による新株引受権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 564

新株予約権の行使期間
自平成14年７月１日

至平成22年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　564

資本組入額　　　　282

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は使用人の地位を失っ

た後も、権利付与契約に定める条件により、新株引受権を

行使することができる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入れ、その他の処分をすることがで

きない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が564円に、発行価格

が564円に調整され、これに伴い資本組入額が282円に変更されております。
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②　平成14年６月27日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 413

新株予約権の行使期間
自平成16年７月１日

至平成24年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　413

資本組入額　　　　207

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は使用人又は連結子会

社の取締役の地位を失った後も、権利付与契約に定める

条件により、新株予約権を行使することができる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が413円に、発行価格

が413円に調整され、これに伴い資本組入額が207円に変更されております。
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③　平成15年６月26日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 41

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 41,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,211

新株予約権の行使期間
自平成17年７月１日

至平成25年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,211

資本組入額　　　　606

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は使用人又は連結子会

社の取締役の地位を失った後も、権利付与契約に定める

条件により、新株予約権を行使することができる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が1,211円に、発行価

格が1,211円に調整され、これに伴い資本組入額が606円に変更されております。
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④　平成16年６月29日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 127

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 127,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,325

新株予約権の行使期間
自平成18年７月１日

至平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,325

資本組入額　　　　663

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が1,325円に、発行価

格が1,325円に調整され、これに伴い資本組入額が663円に変更されております。
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⑤　平成17年６月28日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,131

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 313,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,557

新株予約権の行使期間
自平成19年７月１日

至平成27年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
（注）１

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権の行使による株式発行については、自己株式を充当することとなったため、発行価格及び資本金組

入額は定めておりません。

２　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平

成19年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が1,557円に

調整されております。

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

四半期報告書

14/43



⑥　平成18年６月26日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,050

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 305,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,728

新株予約権の行使期間
自平成20年７月29日

至平成28年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
（注）１

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権の行使による株式発行については、自己株式を充当することとなったため、発行価格及び資本金組

入額は定めておりません。

２　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平

成19年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が2,728円に

調整されております。
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⑦　平成19年６月25日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,320

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
　普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 332,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,930

新株予約権の行使期間
自平成21年７月１日

至平成29年６月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
　（注）

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　新株予約権の行使による株式発行については、自己株式を充当することとなったため、発行価格及び資本金組入

額は定めておりません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
0 215,115,038 0 81,577 0 81,084
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（５）【大株主の状況】

　平成21年9月30日現在の上位10名の大株主であったビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ（ジャパ

ン）リミテッド（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社）は、平成21年12月31日現在の上位10名の大株主でなく

なりました。

　平成21年12月31日現在の大株主上位10名は、以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　 108,033 50.22

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社　
東京都中央区晴海一丁目８番11号　 12,398 5.76

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号　 7,847 3.65

資産管理サービス信託銀行株式会社

　

東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海

アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーZ棟

2,883 1.34

ノーザン　トラスト　カンパニー（エ

イブイエフシー）アカウント　 ノン

　トリーティー

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT,UK

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

2,831 1.32

JPモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号

東京ビルディング　
2,511 1.17

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　

エヌエイ　ロンドン　エス　エル　オム

ニバス　アカウント

（常任代理人　株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

2,387 1.11

ガバメント　オブ　シンガポール　イ

ンベストメント　コーポレーション　

ピー　リミテッド

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

168 ROBINSON ROAD #37-01 CAPITAL

TOWER SINGAPORE 068912

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

1,474 0.69

中央商事株式会社 東京都千代田区内神田一丁目１番14号 1,295 0.60

三菱UFJ証券株式会社　 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 1,214 0.56

計 － 142,872 66.42

　（注）提出会社は、自己株式（3,706千株）を所有しておりますが、上記の大株主より除いております。

 

（６）【議決権の状況】

　　①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　

3,705,900

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

211,248,600

    

2,112,486
同上

単元未満株式
普通株式

160,538
－

１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 215,115,038 － －

総株主の議決権 － 2,112,486 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権の数16個）が含まれ

ております。
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２　「単元未満株式」の欄には、自己名義の株式が74株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日立建機株式会社

東京都文京区後楽

二丁目５番１号
3,705,900 0 3,705,900 1.72

計 － 3,705,900 0 3,705,900 1.72

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

平成21年
７月

平成21年
８月

平成21年
９月

平成21年
10月

平成21年
11月

平成21年
12月

最高（円） 1,436 1,608 1,804 1,698 1,960 2,115 2,400 2,360 2,465

最低（円） 1,252 1,319 1,493 1,341 1,665 1,785 1,833 1,925 1,998

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　提出会社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３

四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 53,987 40,109

受取手形及び売掛金 ※1
 127,799 175,854

リース債権及びリース投資資産 68,504 22,786

商品及び製品 151,357 193,686

仕掛品 44,710 50,512

原材料及び貯蔵品 18,177 24,114

その他 36,401 38,833

貸倒引当金 △5,854 △7,121

流動資産合計 495,081 538,773

固定資産

有形固定資産

賃貸用営業資産（純額） ※2
 42,264

※2
 41,474

建物及び構築物（純額） ※2
 65,069

※2
 66,198

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 46,304

※2
 48,498

工具、器具及び備品（純額） ※2
 5,166

※2
 6,374

土地 58,692 56,212

建設仮勘定 4,406 8,206

有形固定資産合計 221,901 226,962

無形固定資産

ソフトウエア 20,449 18,969

のれん 7,706 5,373

その他 1,588 1,886

無形固定資産合計 29,743 26,228

投資その他の資産

投資有価証券 22,713 21,504

その他 30,781 29,884

貸倒引当金 △1,756 △1,998

投資その他の資産合計 51,738 49,390

固定資産合計 303,382 302,580

資産合計 798,463 841,353
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 88,427 100,372

短期借入金 151,603 229,885

コマーシャル・ペーパー 0 5,000

1年内償還予定の社債 1,510 500

未払法人税等 4,299 5,970

その他 ※1
 56,825 72,648

流動負債合計 302,664 414,375

固定負債

社債 50,285 1,820

長期借入金 81,147 63,421

退職給付引当金 11,335 11,698

その他 28,019 19,024

固定負債合計 170,786 95,963

負債合計 473,450 510,338

純資産の部

株主資本

資本金 81,577 81,577

資本剰余金 84,465 81,084

利益剰余金 145,390 159,726

自己株式 △4,598 △10,957

株主資本合計 306,834 311,430

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 731 △124

繰延ヘッジ損益 274 △129

為替換算調整勘定 △16,924 △17,731

評価・換算差額等合計 △15,919 △17,984

新株予約権 766 747

少数株主持分 33,332 36,822

純資産合計 325,013 331,015

負債純資産合計 798,463 841,353
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 600,161 413,749

売上原価 ※1
 429,451

※1
 325,228

売上総利益 170,710 88,521

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 18,063 8,185

従業員給料及び手当 32,281 27,031

研究開発費 ※1
 10,215

※1
 10,053

その他 53,404 41,420

販売費及び一般管理費合計 113,963 86,689

営業利益 56,747 1,832

営業外収益

受取利息 3,433 1,370

割賦販売受取利息 587 111

受取配当金 147 182

為替差益 0 692

その他 5,056 3,961

営業外収益合計 9,223 6,316

営業外費用

支払利息 6,104 5,318

持分法による投資損失 59 1,029

為替差損 85 0

その他 4,933 2,705

営業外費用合計 11,181 9,052

経常利益又は経常損失（△） 54,789 △904

特別損失

事業構造改善費用 0 ※2
 438

投資有価証券評価損 3,377 0

たな卸資産評価損 142 0

特別損失合計 3,519 438

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

51,270 △1,342

法人税等 20,353 3,976

少数株主利益 5,466 3,448

四半期純利益又は四半期純損失（△） 25,451 △8,766
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 146,109 141,432

売上原価 ※1
 100,897

※1
 109,812

売上総利益 45,212 31,620

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 5,221 3,629

従業員給料及び手当 9,564 8,784

研究開発費 ※1
 3,728

※1
 3,553

その他 17,081 14,767

販売費及び一般管理費合計 35,594 30,733

営業利益 9,618 887

営業外収益

受取利息 543 410

割賦販売受取利息 187 36

受取配当金 5 25

持分法による投資利益 0 181

為替差益 1,383 1,156

その他 1,951 1,565

営業外収益合計 4,069 3,373

営業外費用

支払利息 2,076 1,772

持分法による投資損失 885 0

その他 1,389 759

営業外費用合計 4,350 2,531

経常利益 9,337 1,729

特別損失

事業構造改善費用 0 ※2
 95

投資有価証券評価損 2,779 0

特別損失合計 2,779 95

税金等調整前四半期純利益 6,558 1,634

法人税等 4,079 1,330

少数株主利益又は少数株主損失（△） △747 1,772

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,226 △1,468
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

51,270 △1,342

減価償却費 24,836 27,320

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,495 △1,532

受取利息及び受取配当金 △3,580 △1,552

支払利息 6,104 5,336

持分法による投資損益（△は益） 62 1,029

売上債権の増減額（△は増加） 39,189 45,543

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は
増加）

－ △48,447

たな卸資産の増減額（△は増加） △122,612 58,306

賃貸用営業資産の取得による支出 △10,202 △13,191

賃貸用営業資産の資産の売却による収入 2,100 1,992

仕入債務の増減額（△は減少） 39,973 △14,163

有形固定資産売却損益（△は益） △2,054 △1,539

投資有価証券評価損益（△は益） 3,377 44

その他 △20,187 4,426

小計 9,771 62,230

法人税等の支払額 △31,457 △5,276

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,686 56,954

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △41,223 △14,851

有形固定資産の売却による収入 576 618

無形固定資産の取得による支出 △6,181 △2,771

投資有価証券の取得による支出 △4,152 △137

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

0 △634

利息及び配当金の受取額 3,673 1,722

持分法適用会社よりの配当金受取額 890 438

その他 △734 △147

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,151 △15,762
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 55,060 △82,749

長期借入れによる収入 41,954 33,635

長期借入金の返済による支出 △12,394 △13,621

リース債務の返済による支出 △1,813 △1,579

社債の償還による支出 △13,000 △525

社債の発行による収入 0 49,786

利息の支払額 △6,548 △5,061

配当金の支払額 △9,411 △5,570

少数株主への配当金の支払額 △3,538 △3,733

少数株主からの払込みによる収入 71 1,753

自己株式の売却による収入 82 52

自己株式の取得による支出 △245 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 50,218 △27,616

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,646 294

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,265 13,870

現金及び現金同等物の期首残高 68,726 40,104

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 45,461

※1
 53,974
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(１)連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、新東北メタル株式会社及びウェンコ・インターナショナ

ル・マイニング・システムズ Ltd.の２社を株式の取得により連結子会社としておりま

す。

　また第３四半期連結会計期間において、連結子会社であるＴＣＭ株式会社の国内販売子

会社１０社について、近畿ＴＣＭ株式会社を存続会社とする吸収合併を行い、商号を「Ｔ

ＣＭ販売株式会社」としております。この吸収合併により９社が消滅したため、連結の範

囲から除外しております。　

(２)変更後の連結子会社の数

　53社　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

1.「リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増加）」は金額的重要性が増したため、区分掲記しております。な

お、前第３四半期連結累計期間の「その他（営業活動によるキャッシュ・フロー）」に含まれる「リース債権及び

リース投資資産の増減額（△は増加）」は△8,916百万円であります。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結貸借対照表関係）

1.「リース債権及びリース投資資産」は金額的重要性が増したため、区分掲記しております。なお、前第３四半期連結会

計期間において、流動資産の「その他」に含まれる「リース債権及びリース投資資産」は、11,218百万円であります。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法   第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計

年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法　

　固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予

定額を期間按分する方法によっております。

  なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

３．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積

高を算定しております。

４．繰延税金資産および繰延

税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生の状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によってお

り、前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生の

状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方

法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．税金費用の計算　 　税金費用については、第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

  ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１  第３四半期連結会計期間の末日は金融機関が休日で

    ありますが、四半期連結会計期間末日満期手形につい

    ては、満期日に決済が行われたものとして処理してお

    ります。

　　 四半期末残高から除かれている四半期連結会計期間

   末日満期手形残高は以下のとおりです。

 １  　　　　　　　―――――

受取手形 1,891百万円

支払手形 681

設備関係支払手形 32

　

　

※２ 有形固定資産減価償却累計額      241,520百万円 ※２ 有形固定資産減価償却累計額 223,579百万円

 ３ 保証債務

(イ) 関係会社等の金融機関からの借入金に対して債務保

     証等をおこなっております。

３ 保証債務

(イ) 関係会社等の金融機関からの借入金に対して債務保

     証等をおこなっております。

日立建機（上海）有限公司の顧客 18,847百万円

その他 1,824

合計 20,671

日立建機（上海）有限公司の顧客 20,549百万円

その他 2,424

合計 22,973

(ロ) 下記会社の金融機関からの借入金に対して保証予約

を行っております。

(ロ) 下記会社の金融機関からの借入金に対して保証予約

を行っております。

株式会社マルタツ 488百万円 株式会社マルタツ 500百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　一般管理費及び当四半期製造費用に含まれる研究開

発費は、11,576百万円であります。

―――――

※１　一般管理費及び当四半期製造費用に含まれる研究開

発費は、10,871百万円であります。

※２ 事業構造改善費用はＴＣＭ株式会社及びＴＣＭ連結

子会社で計上したものであり、内容は以下のとおりで

あります。

　　　・工場閉鎖に伴う固定資産の減損損失　112百万円

　　　・工場統合に伴う設備移設費用他　　　326百万円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　一般管理費及び当四半期製造費用に含まれる研究開

発費は、4,176百万円であります。

―――――

※１　一般管理費及び当四半期製造費用に含まれる研究開

発費は、3,834百万円であります。

※２ 事業構造改善費用はＴＣＭ株式会社及びＴＣＭ連結

子会社で計上したものであり、内容は以下のとおりで

あります。

　　・工場統合に伴う設備移設費用他　　　  95百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

※１　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

現金及び預金勘定  45,468百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 45,461

 

現金及び預金勘定  53,987百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △13

現金及び現金同等物 53,974
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成

21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　215,115,038株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　3,705,974株　

 

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当第３四半期
連結会計期間
末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当第３四半
期連結会計
期間末

提出会社 平成18年新株予約権 普通株式 － － － － 267

提出会社 平成19年新株予約権 普通株式 － － － － 499

合計 － － － － 766

（注）１　連結子会社であるＴＣＭ株式会社は平成21年12月22日をもって提出会社の完全子会社となる株式交換を行ない

ました。これに伴い、ＴＣＭ株式会社にて新株予約権の取得条項に該当することとなったため、平成21年11月25

日に新株予約権を無償で取得し、会社法第276条に基づく自己新株予約権の償却を行なっております。　

　

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額　

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月21日

取締役会
普通株式 利益剰余金 4,538 22平成21年３月31日平成21年５月22日

平成21年10月27日

取締役会
普通株式 利益剰余金 1,032 5 平成21年９月30日平成21年11月30日

　（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 　　　　  該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動

提出会社は、平成21年12月22日付で、提出会社を完全親会社、ＴＣＭ株式会社を完全子会社とする株式交換を行

なっております。この結果、当第３四半期連結会計期間において資本剰余金が3,381百万円増加、自己株式が

6,306百万円減少しております。
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（リース取引関係）

リース取引を主たる業としている国内連結子会社を除き、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連

結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

１．当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　23　百万円

 

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

　　　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　　共通支配下の取引等

　　　１.株式交換による企業結合（ＴＣＭ株式会社の完全子会社化）

　提出会社は、平成21年８月31日開催の取締役会決議に基づき、提出会社の連結子会社であるＴＣＭ株式会社との

間で株式交換契約を締結し、平成21年12月22日付けで提出会社を株式交換完全親会社、ＴＣＭ株式会社を株式交

換完全子会社とする株式交換を行いました。

　　　 ① 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

      取引の概要

名称  ＴＣＭ株式会社

事業の内容  産業車両、建設車両、特機車両の開発・製造・販売及びこれらの製品の部品販売・

 整備サ－ビス、リ－ス・レンタル

企業結合の法的形式  株式交換による完全子会社化

結合後企業の名称　  ＴＣＭ株式会社

取引の目的を含む取引

の概要

提出会社は、平成21年8月31日開催の取締役会決議に基づき、ＴＣＭ株式会社との間で、提携関係

を一層深化させ、一体経営による迅速な意思決定を行い、機動的且つ柔軟な経営施策を実行する

ことにより、更に磐石な経営基盤を構築することを目的に平成21年８月31日に株式交換契約を締

結し、平成21年12月22日付けで提出会社を株式交換完全親会社、ＴＣＭ株式会社を株式交換完全

子会社とする株式交換を行いました。

②       ② 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公表分）に基づ

き、共通支配下の取引のうち少数株主との取引として会計処理をしております。

　

       ③ 子会社株式の追加取得に関する事項

取得の対価 提出会社の普通株式 9,692百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリ－費用等 108百万円

取得原価 　 9,800百万円

　　

         株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数及びその評価額

株式の種類別の交換比率 ＴＣＭ株式会社の普通株式1株に対して日立建機株式会社の0.1株を割り当てました。

株式交換比率の算定方法

　

　両社は本株式交換の株式交換比率の公正性を担保するため、日立建機株式会社は日

興シティグル－プ証券株式会社をＴＣＭは野村證券株式会社を第３者算定期間とし

て選定し、株式交換比率の算定を依頼しました。

　その算定結果を踏まえ、両社間で協議の上、本株式交換比率を決定しました。

交付した株式数及びその評価額 交付した株式数　　　      5,082,050株

交付した株式の評価額　　　9,692百万円

        発生したのれんの金額、発生原因、発生金額、償却方法及び償却期間

発生したのれんの金額 正ののれん　　3,725百万円　負ののれん　　1,016百万円

発生原因 結合当事企業に係る当社持分増加額と取得原価との差額によります。

償却方法及び償却期間　　　　　　
正ののれん　　５年間の均等償却

負ののれん　　５年間の均等償却　
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　　　２.吸収合併による企業結合（連結子会社10社の統合）

提出会社の連結子会社である東北ＴＣＭ株式会社、東関東ＴＣＭ株式会社、東京ＴＣＭ株式会社、千葉ＴＣ

Ｍ株式会社、北越ＴＣＭ株式会社、中部ＴＣＭ株式会社、近畿ＴＣＭ株式会社、中国ＴＣＭ株式会社、四国ＴＣ

Ｍ株式会社、九州ＴＣＭ株式会社の10社について、平成21年10月１日付で近畿ＴＣＭ株式会社を存続会社とす

る吸収合併を行い、併せて商号を「ＴＣＭ販売株式会社」に変更しております。

　　　 ① 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

　　　　  取引の概要

名称 近畿ＴＣＭ株式会社及び他９社

事業の内容 産業車両、建設車両、特機車両の販売及びこれらの製品の部品販売・整備サ－ビス、リ－

ス・レンタル

企業結合の法的形式 近畿ＴＣＭ株式会社を存続会社とし他の９社を消滅会社とする吸収合併

結合後企業の名称　 ＴＣＭ販売株式会社

取引の目的を含む取引の概要 業務の標準化・情報共有化による経営の効率アップを図り、また多様な顧客ニ－ズに適

合した商品開発・営業戦力のシフト・新規開拓分野開拓などに経営資源の再配分を行

いことにより、更に強固な販売・サ－ビス体制を確立するために近畿ＴＣＭを存続会社

として他の９社を吸収合併しました。

　　　 ② 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公表分）に基づ

き共通支配下の取引として会計処理をしております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設機械
事業

（百万円）

産業車両
事業

（百万円）

半導体製造
装置事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 125,33820,669  102 146,109     146,109

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 0 346 346 (346)     

計  125,33820,669  448  146,455 (346)  146,109

営業利益又は営業損失(△)  9,606  △1  13  9,618 0  9,618

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）　

　

建設機械 産業車両
計　　　　　　　　　(百万

円)

消去又は
連結　　　　　　　　　(百万

円)
事業 事業 全社

(百万円) (百万円) (百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 128,537 　 12,895 141,432 　 141,432　　

(2) セグメント間の内部売上高
　0 0 　 0 　 0　　 　

又は振替高

計　 　128,537 12,895 　141,432 　0　　 141,432　　

営業利益 　571 　316 　887 　0　 　887　

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設機械
事業

（百万円）

産業車両
事業

（百万円）

半導体製造
装置事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 532,53066,856 775 600,161     600,161

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
15 0 1,114 1,129 (1,129)     

計 532,54566,856 1,889 601,290(1,129) 600,161

営業利益又は営業損失(△) 55,423 1,340 △17 56,746 1 56,747

　

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）　　

　

建設機械 産業車両
計　　　　　　　　　(百万

円)

消去又は
連結　　　　　　　　　(百万

円)
事業 事業 全社

(百万円) (百万円) (百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 375,124 　 38,625 413,749 　 413,749　　

(2) セグメント間の内部売上高
　0 0 　 0 　 0　　 　

又は振替高

計　 　375,124 38,625 　413,749 　0　　 413,749　　

営業利益又は営業損失(△)　 　2,620 　△788 　1,832 　0　 　1,832　
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　（前第３四半期連結累計期間）

  （注）１　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）建設機械事業……油圧ショベル、ミニショベル、ホイールローダ、クローラクレーン

(2）産業車両事業……フォークリフト、トランスファークレーン、コンテナキャリア

(3）半導体製造装置事業……超音波探査映像装置、原子間力顕微鏡装置

３　ＴＣＭ株式会社において、業務管理システムおよび業績管理方法を一部変更したことに伴い、従来配賦不能営

業費用としていたＴＣＭ株式会社の本社の管理部門に係る費用を見直し、事業の種類別セグメントをより適

正に表示するため、第1四半期連結会計期間より当該費用を各セグメントに配賦しております。

この結果、営業利益は、建設機械事業が469百万円、産業車両事業が1,477百万円それぞれ減少し、「消去又は

全社」が1,946百万円増加しております。

４　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

５　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用しております。この基準の変更が損

益に与える影響は軽微であります。

６　第１四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年3

月30日改正））を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

７　第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置等の

耐用年数を変更しております。

　この変更により、「建設機械事業」で営業利益は1,443百万円増加、「産業車両事業」で126百万円減少して

おります。

　（当第３四半期連結累計期間）

　（注）１　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）建設機械事業……油圧ショベル、ミニショベル、ホイールローダ、クローラクレーン

(2）産業車両事業……フォークリフト、トランスファークレーン、コンテナキャリア

３　事業区分の変更

　　　事業区分につきましては、従来、「建設機械事業」、「産業車両事業」、「半導体製造装置事業」の３事業区分

としておりましたが、半導体製造装置事業の中核である超音波事業の市場は縮小傾向にあり、今後の市場で

の成長性は低くなると予想されることから、当該事業を縮小し、組織の変更を行い、かかる経営資源を「建設

機械事業」に集約することとし、当連結累計期間より「建設機械事業」に含めて表示しております。

　　　なお、当第３半期連結累計期間の「建設機械事業」に含まれた「半導体製造装置事業」の売上高及び営業損

失（△）の金額は僅少であります。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

    売上高
79,54823,30920,1817,81115,260146,109    146,109

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
57,8356,274 729 6,287 12 71,137(71,137)     

計 137,38329,58320,91014,09815,272217,246(71,137) 146,109

営業利益又は営業損失(△) △1,6633,536△1,339 889 1,1142,5377,081 9,618

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

    売上高
60,41843,78118,2004,49114,542141,432    141,432

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
38,6183,228 172 3,270 117 45,405(45,405)     

計 99,03647,00918,3727,76114,659186,837(45,405) 141,432

営業利益又は営業損失(△) △5,1846,157 132 1,148 650 2,903(2,016) 887

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

    売上高
259,711108,578120,34836,21775,307600,161    600,161

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
234,74021,3418,12716,538 36 280,782(280,782)     

計 494,451129,919128,47552,75575,343880,943(280,782) 600,161

営業利益 19,89217,1765,2533,7276,67452,7224,025 56,747

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

    売上高
167,595125,54454,01516,86149,734413,749    413,749

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
76,8918,6671,2279,469 341 96,595(96,595)     

計 244,486134,21155,24226,33050,075510,344(96,595)413,749

営業利益又は営業損失(△)△28,78118,493 742 2,4632,910△4,1736,005 1,832
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　（前第３四半期連結累計期間）

  （注）１　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………中国、インドネシア、シンガポール、タイ、マレーシア

(2）欧州………………オランダ、フランス、イギリス

(3）米州………………米国、カナダ

(4）その他の地域……オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ共和国

３　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

４　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用しております。この基準の変更が損

益に与える影響は軽微であります。

５　第１四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、　平成19年

3月30日改正））を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

６　第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置等の

耐用年数を変更しております。

　この変更により、「日本」で営業利益は1,317百万円増加しております。

 

　（当第３四半期連結累計期間）

  （注）１　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………中国、インドネシア、シンガポール、タイ、マレーシア

(2）欧州………………オランダ、フランス、イギリス

(3）米州………………米国、カナダ

(4）その他の地域……オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ共和国
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 米州 欧阿中近東 豪亜 中国 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 17,777 27,165 31,397 19,443 95,782

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 146,109

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
12.2 18.6 21.5 13.3 65.6

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 米州 欧阿中近東 アジア・大洋州 中国 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,869 23,698 30,257 36,955 98,779

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 141,432

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
5.6 16.8 21.4 26.1 69.9

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 米州 欧阿中近東 豪亜 中国 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 63,852 164,922 122,185 89,693 440,652

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 600,161

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
10.6 27.5 20.4 14.9 73.4

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 米州 欧阿中近東 アジア・大洋州 中国 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 27,638 68,160 96,074 99,223 291,095

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 413,749

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
6.7 16.5 23.2 24.0 70.4

　（前第３四半期連結累計期間）

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）米州………………米国、カナダ

(2）欧阿中近東………オランダ、イギリス、イタリア、南アフリカ共和国、アラブ首長国連邦

(3）豪亜………………インドネシア、オーストラリア、ニュージーランド

(4）中国………………中国

３　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

　（当第３四半期連結累計期間）

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）米州………………米国、カナダ

(2）欧阿中近東………オランダ、イギリス、イタリア、南アフリカ共和国、アラブ首長国連邦

(3）アジア・大洋州…インドネシア、オーストラリア、ニュージーランド

(4）中国………………中国

３　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　第１四半期連結会計期間より従来の豪亜をアジア・大洋州に呼称変更しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,376.08円 １株当たり純資産額 1,422.54円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 119.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
118.87円

１株当たり四半期純損失金額 △42.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
―円

　（注）１.当第３四半期連結累計期間において潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は　　　　

　　　 存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。　　　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
        

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円） 25,451 △8,766

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（百万円）
25,451 △8,766

期中平均株式数（株） 213,877,429 206,807,766

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用

いられた普通株式増加数（株）

新株予約権　

    

    

239,001

    

    

―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

平成18年６月26日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数3,050個)。

なお、この概要は「新株予約権

の状況」に記載のとおりであり

ます。

──────　　　

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

四半期報告書

38/43



前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 15.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
15.08円

１株当たり四半期純損失金額 △7.07円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
―円

　（注）１.当第３四半期連結会計期間において潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は　　　　

　　　 存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。　　　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）

        

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円） 3,226 △1,468

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失金

額（△）（百万円）

3,226 △1,468

期中平均株式数（株） 213,870,185 207,589,106

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用

いられた普通株式増加数（株）

新株予約権　

    

    

22,290

    

    

―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

平成15年６月26日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数   51個)。       

平成16年６月29日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数  145個)。      

平成17年６月28日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数 3,201個)。　　　　　　

平成18年６月26日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数3,050個)。

なお、この概要は「新株予約権

の状況」に記載のとおりであり

ます。

―――――

　

（重要な後発事象）

 　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　　　(剰余金の配当）

　平成21年10月27日開催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対

し、剰余金の配当（中間配当）を行うことを次のとおり決議しました。

① 配当財産の種類および配当金の総額　　　　　金銭による配当　総額　1,032百万円　

② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項　１株当たり配当額　　　　　5円　

③ 当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　　平成21年11月30日　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

日立建機株式会社

執行役社長　　木川　理二郎　殿

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辻　　幸一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立建機株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１０月１

日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立建機株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別　途保

管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

日立建機株式会社

執行役社長　　木川　理二郎　殿

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢内　訓光　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辻　　幸一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立建機株式会

社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２１年１０月１

日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立建機株式会社及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別　途保

管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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